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初版 1刷，2刷，3刷，4刷の正誤表 （2026年 8月 24日）
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頁 場所 誤 正
3 和事象と積事象の説明文 この和事象と積事象を内包

的記法で表すと
この和事象と積事象をそれ
ぞれ内包的記法で表すと

4 例 1.1.3 (1) A ∪ B ∪ C は「3つの中の
どれかが起こる」ことを意
味する．

A∪B∪Cは，A，B，Cの
うち少なくとも 1つは起こ
る事象である．

4 例 1.1.3 (2) A∩B ∩Cc +A∩Bc ∩C +

Ac ∩B ∩C は「2つだけは
起こる」ことを意味する．

A∩B ∩Cc +A∩Bc ∩C +

Ac ∩ B ∩ C は，A，B，C
のうち 2つだけが起こる事
象である．

4 例 1.1.3 (3) (A∩B)∪ (B∩C)∪ (C∩A)
は「2 つは起こる」ことを
意味する．

(A∩B)∪ (B∩C)∪ (C∩A)
は，A，B，Cのうち少なく
とも 2つは起こる事象であ
る．

4 例 1.1.3 (4) (A∩B ∩C)cは「全部は起
こらない」ことを意味する．

(A∩B∩C)cは，A，B，C
のうち少なくとも 1つは起
こらないという事象である．

4 問 1.1.2 A,B,C を 3 つの事象とす
る．このとき「3つの事象の
うち 1つだけが起こる」と
いう事象を集合演算⋃,⋂, c
を用いて表せ．

A,B,C は 3 つの事象とす
る．このとき，A,B,Cのう
ち 1つだけが起こる事象を
集合演算 ⋃

,
⋂
, c を用いて

表せ．
4 (1.3)式 (Ac ∪Bc) ∩ (A ∪B) (A ∪B) ∩ (Ac ∪Bc)

4 例題 1.1.1 このとき，事象Bが関係式 事象 B が条件
5 例題 1.1.1 (Ac ∪Bc) ∩ (A ∪B) (A ∪B) ∩ (Ac ∪Bc)

7 注意 1.2.3 (P2”) 事象 A1, . . . , An が互いに
排反なら P (

⋃n
i=1Ai) =∑n

i=1 P (Ai)

事 象 A1, A2, . . . , An

が 互 い に 排 反 な
らば P (

⋃n
i=1Ai) =∑n

i=1 P (Ai)

7 例 1.2.2 P (·)は完全加法性をみたす
ことも知られている．

P (·)が完全加法性をみたす
ことも知られている．

13 定義 1.3.3 任意の p個の自然数の組 任意の自然数の組
17 注意 1.3.5 特定の人物の情報を持たな

い．
特定のひとりの男の子の情
報を持たない．
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頁 場所 誤 正
25 定義 2.1.2 Aの定義関数または指示関

数とよぶ．
Aの定義関数という．

26 定義 2.1.4 (2.3)で与えられる離散分布
があって，

(2.3)で与えられる離散分布
が存在して，

27 例題 2.1.1【解答】 は 8C3 = 56通り．男の子
k 人，女の子 3 − k 人を選
ぶ選び方は 5Ck · 3C3−k で
あるから，X は次の離散分
布

は 8C3 = 56通りであり，男
の子 k人，女の子 3− k人
を選ぶ選び方は 5Ck ·3C3−k

通りであるから，X は離散
分布

27 注意 2.1.4 とばして読み進めても問
題ない．

とばして読み進めても差し
支えない．

31 例題 2.1.2【解答】 1回の操作で白玉が 3個以
上出る事象を A とすると，
P (A)は

1回の操作で白玉が 3個以
上出る確率を pとすると，p
は

31 例題 2.1.2【解答】 P (A) = 5C3·2C1+5C4

7C4
= 5

7 p = 5C3·2C1+5C4

7C4
= 5

7

32 定義 2.1.5 f(x) を (確率) 密度関数
(probability density func-

tion)とよぶ．

f(x)を密度関数 (probabil-

ity density function) とい
う．

32, 33 定義 2.1.5 このµf を「(密度関数)f(x)

から定まる分布」とよぶ．
このとき，f(x) を「µf の
密度関数」ともよぶ．

この µf を f(x)から定まる
分布という．

33 定義 2.1.6 ある密度関数 f(x) があっ
て，

ある密度関数 f(x)が存在し
て，

33 定義 2.1.6 従うといい，このことを
X

pdf∼ f(x)やX ∼ µf と表
す．X ∼ µf のとき，f(x)
を「Xの密度関数」とよび，
Xを連続型確率変数とよぶ．

従うといい，X ∼ µf と表
す．X ∼ µf のとき，f(x)
をXの密度関数といい，X
を連続型確率変数という．

43 (2.23)式 E(h(X)) =

∞∑
k=1

h(xk)pk =

∞∑
k=1

h(xk)P (X = xk).

E(h(X)) =

∞∑
k=1

h(xk)pk.

44 注意 2.3.2 P (X = xk) (3箇所) pk (3箇所)

46 系 2.3.1 [証明](2) 任意の ε > 0に対して関数
φ(x)と ψ(x)を次式で定義
する．

正の実数 ε > 0 を任意
に取り，関数 φ(x)と ψ(x)

を次で定義する．
49 例 2.3.5 「打率 3割の打者が初ヒット

を打つまでに必要な打席数」
「打率 3割の打者が初ヒット
を打つまでに打ち損ねる回
数」

49 例 2.3.5 Y = X + 1打席目である． Y = X + 1回目である．
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頁 場所 誤 正
49 例 2.3.5 必要な打席数の平均値は

E(X) = 7/3打席である．
打ち損ねる回数の平均値は
E(X) = 7/3回である．

54 注意 2.3.5 なお，X の標準化は次の 2

つの操作に分解できる．
なお，X の標準化は次の 2

つの操作からなる：
54 注意 2.3.5 第 1章に修正内容を記載
55 演習 2.2 約何 cm以上あればよいか

答えよ (表 C.1 を利用する
こと)．

約何 cm以上あればよいか
答えよ．(表C.1を利用する
こと．)

55 演習 2.3 aは整数とし， aは −1と異なる整数とし，
55 演習 2.6 ただし a∨ bは，a ≥ bのと

きは aであり，a ≤ bのと
きは bである．

ただし，a∨ bは aと bの最
大値である．

60 系 3.2.1 [証明] ここで，a∧ bは aと bの小
さい方，a∨ bは aと bの大
きい方とした．

ここで，a∧ bは aと bの最
小値，a∨ bは aと bの最大
値である．

63 定義 3.2.3 同時密度関数とよぶ． 同時密度関数という．
64 定義 3.2.3 と定義し，この µf を (同

時密度関数)f(x, y) から定
まる同時分布とよぶ．また，
f(x, y) を「µf の同時密度
関数」ともよぶ．

と定め，この µf を f(x, y)

から定まる同時分布という．

64 定義 3.2.4 ある同時密度関数 f(x, y)

があって，
ある同時密度関数 f(x, y)

が存在して，
64 定義 3.2.4 に従うといい，(X,Y )

pdf∼
f(x, y) や (X,Y ) ∼ µf と
表す．また，(X,Y ) ∼ µf

のとき，f(x, y)を「(X,Y )

の同時密度関数」とよぶ．

に従うといい，(X,Y ) ∼ µf

と表す．このとき，f(x, y)
を (X,Y ) の同時密度関数
という．

67 定理 3.2.1 [証明] さらに，Xと Y が独立であ
れば，Xと Y の周辺密度関
数 g(x)と h(y)に対して，

さらに，Xと Y が独立であ
れば，X, Y の周辺密度関数
g(x), h(y)に対して，

68 定理 3.2.2 [証明] 次に，(X,Y )が同時密度関
数が f(x, y)で与えられる場
合は，

次に，(X,Y )の同時密度関
数が f(x, y)で与えられる場
合は，

74 例 3.2.4 このことから，相関の強
弱を −1以上かつ · · ·

このことから，相関の強
弱は −1以上かつ · · ·

83 3.2.1節 とばして読み進めても問
題ない．

とばして読み進めても差し
支えない．

85 注意 3.2.5 (※ 3箇所) f ′(x) f ′n(x)

88 系 3.2.7 [証明] fn(t) の計算結果に表れる
積分は

fn(t) の計算結果に現れる
積分は
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頁 場所 誤 正
89 定義 3.3.1 pi ≥ 0 (1 ≤ i ≤ k) pi > 0 (1 ≤ i ≤ k)

89 定義 3.3.1 をみたすとする．(Ω, P )

上の k 変量確率変数
(X1, X2, · · · , Xk)が

をみたすとする．また，n
は自然数とする．(Ω, P )

上の k 変量確率変数
(X1, X2, · · · , Xk)の同時分
布が

90 定義 3.3.1 を み た すと き ，
(X1, X2, · · · , Xk)は多項分
布 M(n; p1, p2, · · · , pk) に
従うといい，

で 与 え ら れ ると き ，
(X1, X2, · · · , Xk)は多項分
布 M(n; p1, p2, · · · , pk) に
従うといい，

90 注意 3.3.2 ここで，各事象の発生確
率は pi = P (Ai)と定める．

ここで，各事象Aiの発生確
率を piとし，0 < pi < 1を
みたすとする．

90 定理 A.2.2 (多項定理)を用
いると，1 ≤ i < j ≤ nを
みたす i, j に対して，

定理 A.2.2 (多項定理)を用
いると，1 ≤ i < j ≤ k を
みたす i, j に対して，

92 定理 3.3.1 [証明] さらに，(3.43)に表れる さらに，(3.43)に現れる
94 3.4節冒頭 2 変量確率変数 (X,Y ) が

2 次元正規分布に従うと
き，重積分の変数変換公式
(A.79)を用いると，次の定
理 3.4.1 を証明することが
できる．

重積分の変数変換公式
(A.79)を用いると，2次元
正規分布に関する次の定理
3.4.1 を証明することがで
きる．

95 定理 3.4.1 [証明] この証明では，(x, y) から
(v, w)への変換

この証明では，(v, w)から
(x, y)への変換

97 系 3.4.1 [証明] 逆に，ρ= ρ(X,Y ) = 0が成
り立つとする．

逆に，ρ = 0が成り立つと
する．

98 演習 3.1 ただし X1 ∨ X2 は，X1 ≤
X2 のときは X2 であり，
X1 ≥ X2 のときは X1 で
ある．

ただし，X1 ∨X2 は X1 と
X2 の最大値である．

99 演習 3.6 ただし，X ∧ Y は X と Y

の小さい方，X∨Y はXと
Y の大きい方とする．

ただし，X ∧ Y は X と Y

の最小値，X∨Y はXと Y

の最大値である．
101 4.1節 と定義し，分散 s2xの正の平

方根
√
s2x を

と定義し，分散 s2xの非負の
平方根

√
s2x を

104 注意 4.2.1 相異なる n個の根元事象か
らなる標本空間

n個の根元事象からなる標
本空間
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頁 場所 誤 正
114 注意 5.1.4 独立な 2つの確率変数 ξ1, ξ2

を，ξ1がU(0, a)に従い，か
つ ξ2 が U(0, b)に従うよう
に取り，

独立な 2つの確率変数 ξ1, ξ2

を ξ1 ∼ U(0, a)，ξ2 ∼
U(0, b)となるように取り，

116 トピックス 5 したがって，nが十分大き
く，かつ∆mが十分小さい
とき，

したがって，∆m が十分小
さく，かつ，nが十分大き
いとき，

116 5.1.1節 まず補題 5.1.1と補題 5.1.2

で定理 5.1.3 の証明のため
の準備を行う．

定理 5.1.3 を証明するため
には，次の補題 5.1.1 と補
題 5.1.2が必要となる．

117 補題 5.1.1 [証明] したがって，任意の正の実
数 r ≥ 0に対して，不等式

ゆえに，任意の正の実数
r > 0に対して

117 補題 5.1.1 [証明] ここで，P (N) > 0であり，
r ≥ 0は任意の実数である
ため，

ここで，P (N) > 0であり，
r > 0は任意の正の実数で
あるため，

118 5.1.1節 を理解しやすくするために，
「定理 5.1.2における確率変
数に対する仮定」を新たな
仮定 (5.31) に変更すると，
次の定理 5.1.3となる．

を理解しやすくするために，
次の定理 5.1.3 では，「定
理 5.1.2 における確率変数
に対する仮定」を新たな仮
定 (5.31)に変更する．

118 定理 5.1.3 実数 µ と正の定数 K<∞
があって，次の2条件 (5.31)

をみたすとする．

実数µと非負の実数Kが存
在して，次の条件 (5.31)を
みたすとする．

120 (5.43) 第 2章に修正内容を記載
121 5.2節 左右の散らばり度合い」

σ(Sn)を増し，Snの確率関
数や密度関数の高さを低く
していく．

左右の散らばり度合い」を
表す σ(Sn)を増加させ，Sn

の確率関数や密度関数の高
さを低くしていく．

122 5.2節 次に，M > 0を任意の実数
とし，

次に，M > 0 を任意の正
の実数とし，

123 5.2節 とばして読み進めても問題
ない．

とばして読み進めても差し
支えない．

124 命題 5.2.1 [証明] ただし，N1 ∨ N2 は N1 と
N2 の大きい方とする．

ただし，N1 ∨ N2 は N1 と
N2 の最大値である．

124 命題 5.2.1 [証明] (5.53) g(δ) =
∫ δ

−δ
1√
2π
e−

t2

2 dt+ δ g(δ): =
∫ δ

−δ
1√
2π
e−

t2

2 dt+ δ

125 トピックス 6 と誤解しやすいが，試験の
受験者数と得点分布の形は

と誤解しやすいということ
が知られているが，実は試
験の受験者数と得点分布の
形は
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頁 場所 誤 正
125 トピックス 6 そのヒストグラムの形は得

点分布の形に近づくが，
ヒストグラムの形が得点分
布の形に近づくのは確か
だが，

125 トピックス 6 正規分布の形とは大きく異
なる．なお，受験者数，ヒ
ストグラムおよび得点分布
の関係に興味を持たれた方
は，

正規分布の形とはそもそ
も大きく異なっている．受
験者数，ヒストグラムおよ
び得点分布の関係にも興味
を持たれた方は，

126 5.2.1節 次に，各 Xk が一般の分布
に従う場合，

一方，各 Xk が一般の分布
に従う場合，

126 5.2.1節 そのため以下では，各 Xk

がベルヌーイ分布Be(p)に
従う場合に，

したがって，以下では各Xk

がベルヌーイ分布Be(p)に
従う場合を考え，

126 5.2.1節 を述べ，初学者にも理解
が容易な (フーリエ変換を
用いない)証明を概説する．

を述べて，初学者にも理解
が可能な (フーリエ変換を
用いない) 証明方法を紹介
しよう．

127 定理 5.2.2 [証明]：(5.60)式 n!

k!(n− k!)
pkqn−k 　 ≈ n!

k!(n− k)!
pkqn−k 　 ≈

128 5.2.1節 ド・モアブル-ラプラスの定
理 (定理 5.2.2)と同様に，各
Xk が指数分布 Exp(λ) に
従う場合も，初学者にも理
解が容易な (フーリエ変換
の手法を用いない) 中心極
限定理の証明が可能である．
以下では Xk ∼ Exp(λ) の
場合の中心極限定理 (定理
5.2.3) を紹介し，その証明
を概説する．

各Xkが指数分布Exp(λ)に
従う場合についても，中心
極限定理 (定理 5.2.3) を述
べて，初学者にも理解が可
能な (フーリエ変換の手法
を用いない) 中心極限定理
の証明方法を紹介しよう．

130 定理 5.2.3 [証明]：hn(t)の
定義

(t > −
√
n) (t ≥ −

√
n)

130 定理 5.2.3 [証明]：hn(t)の
定義

(t ≤ −
√
n) (t < −

√
n)

130 定理 5.2.3 [証明] 自然数 nを十分大きく取れ
ば t > −

√
nをみたすため，

自然数 nを十分大きく取れ
ば t ≥ −

√
nをみたすため，

132 演習 5.2 十分小さい正の数 ε > 0に
対して，

正の実数 ε > 0に対し，

133 6章 この章では，統計的推定で
必要となる統計量の性質を
紹介する．

この章では，統計的推定で
必要となる様々な統計量の
性質を紹介する．
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頁 場所 誤 正
133 6章 なお，Xkは k番目に標本を

取る操作を表し，Xkの実現
値 (観測値)は小文字 xk で
表す．

Xk の実現値 (観測値)は小
文字 xk で表す．

133 6章 各 Xk の分布は母集団分
布と同じであると仮定する
(同分布性)．

各 Xk の分布は母集団分布
と同じである (同分布性)と
仮定する．

133，
134

6章 独立性と同分布性の 2つの
性質をみたす標本変量を，
この母集団からの (大きさ
nの) 無作為標本とよぶ．

独立性と同分布性の 2つの
性質をみたす標本変量を，
母集団からの無作為標本
という．

134 6.1節 統計量の分布を特に標本分
布とよぶ．

統計量の分布を標本分布
という．

134 注意 6.1.1 統計量 Tn も (Ω, P )上の確
率変数であり，

統計量 Tn も (Ω, P )上の確
率変数であり，記号 2.1.1に
よると

134 注意 6.1.1 と定義される (記号 2.1.1)． と定義される．
136 6.1節 とばして読み進めても問題

ない．
とばして読み進めても差し
支えない．

137 定理 6.1.2 [証明] 第 3章に修正内容を記載
138，
139

定理 6.1.2 [証明] 第 4章に修正内容を記載

140 定理 6.1.2 [証明] X =
√
n(Xn − µ)/σ は

N(0, 1)に従い，
V :=

√
n(Xn − µ)/σ は

N(0, 1)に従い，
140 定理 6.1.2 [証明] Y =(n−1)U2

n/σ
2はχ2(n−

1)に従う．
W :=(n − 1)U2

n/σ
2 は

χ2(n− 1)に従う．
140 定理 6.1.2 [証明] X と Y も 独 立 で

あ る ．し た がって ，
T = X/

√
Y /(n− 1)

は自由度 n− 1の t-分布に
従い，

V と W も独立である．し
たがって，V /

√
W/(n− 1)

は自由度 n− 1の t-分布に
従い，

140 定理 6.1.2 [証明] T = X√
Y/(n−1)

=
√
n(Xn−µ)√

U2
n

∼ t(n− 1).

√
n(Xn−µ)√

U2
n

= V√
W/(n−1)

∼
t(n− 1).

146 注意 6.2.2 は 確 率 P (X1 =

x1, · · · , Xn = xn) の
値である．

は 確 率 P (X1 =

x1, X2 = x2, · · · , Xn =

xn)の値である．
150 6.3節 に現れる確率変数は θでは

なく，S(X1, X2, · · · , Xn)

と T (X1, X2, · · · , Xn) で
ある．

に現れる確率変数は，θでは
なく S(X1, X2, · · · , Xn)と
T (X1, X2, · · · , Xn)である．
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頁 場所 誤 正
153 例 6.3.1 (3) ŝ220 = 1

20

∑20
k=1(Xk−µ)2の

実現値が 100のとき，
母平均µの値が既知であり，
ŝ220 = 1

20

∑20
k=1(Xk−µ)2の

実現値が 100のとき，
156 7章 検定では，(確率論的な)背

理法の考え方を用いる．
検定では「確率論的な背理
法の考え方」を用いる．

156 7.1節 Θを，部分集合Θ0とΘ1 =

Θ \Θ0 に分割し，
Θ を部分集合 Θ0 と Θ1 =

Θ \Θ0 に分割し，
156，
157

7.1節 という，帰無仮説と反対の
仮説は

という「帰無仮説と反対の
仮説」は

157 7.1節 以下では，母数 θが実数で
あり，Θ0 が 1点 θ0 からな
る · · ·

以下では，母数 θが実数で
あり，かつ，Θ0 が 1 点 θ0

からなる · · ·
158 7.1節 なお，H0 を受容すること

は，H0 が正しいことを意
味するものではない．

ただし，H0を受容すること
は H0 が正しいことを意味
するものではない．

158 7.1節 このように，H0を棄却する
か，受容するかの判定を行
うことを

(改行に伴う空白)このよう
に，H0を棄却するか，受容
するかの判定を行うことを

158 7.1節 検定では，確率をもとに結
論を導くため，

検定では確率をもとに結論
を導くため，

158 7.1節 双方を同時には小さくでき
ない．

双方を同時に小さくするこ
とはできない．

158 7.1節 なお，1 − β(θ) = P (Tn ∈
W |θ) (θ ∈ Θ1) は，検出
力関数とよばれる．つまり，
θ ∈ Θ1に対して，1− β(θ)

は

なお，1 − β(θ) = P (Tn ∈
W |θ) (θ ∈ Θ1)は検出力関
数とよばれる．ここで，θ ∈
Θ1 に対し，1− β(θ)は

160 7.1.1節 どのように母数 θ ∈ Θ1を選
んでも，母数 θのもとでは
Tnの実現値として表れにく
い xの集合

どのように母数 θ ∈ Θ1を選
んでも，母数 θのもとでは
Tnの実現値として現れにく
い xの集合

160 7.1.1節 上限の定義については，微
分積分の文献を · · ·

上限の定義については微分
積分の文献を · · ·

160，
161

注意 7.1.1 第 5章に修正内容を記載

162 7.2節 (1箇所) と決める．ここで，関係式
(7.3)より，

と表すと，関係式 (7.3) よ
り，

163 7.2節 (2箇所) と決める．ここで，関係式
(7.3)より，

と表すと，関係式 (7.3) よ
り，

164 例題 7.2.1 この空調システムは正しく
作動しているといえるか，

この空調システムは故障し
ているといえるか，

8



頁 場所 誤 正
164 例題 7.2.1 【解答】 空調システムが正しく作動

しているとは，µ = µ0 が
成り立つことを意味し，正
しく作動していないとは，
µ ̸= µ0 であることを意味
する．

空調システムが正しく作動
しているとは µ = µ0 が成
り立つことを意味し，故障
しているとは µ ̸= µ0 であ
ることを意味する．

164 例題 7.2.1 【解答】 したがって，この空調シス
テムが正しく作動していな
いとはいえない．

したがって，この空調シス
テムが故障しているとはい
えない．

167 注意 7.3.1 第 6章に修正内容を記載
169 (7.50)式 T̃n: =

√
n(pn − p)√
p(1− p)

T̃n =

√
n(pn − p)√
p(1− p)

170 7.4節 (2箇所) 次の 2つの同値関係が近似
的に成り立つと考えてよい．

次の 2つの必要十分条件が
得られると考えてよい．

171 7.4節 次の 2つの同値関係が成り
立つ．

次の 2つの必要十分条件が
得られる．

171 7.4節 (1箇所) と決める．ここで，関係式
(7.3)より，

と表すと，関係式 (7.3) よ
り，

172 7.4節 (2箇所) と決める．ここで，関係式
(7.3)より，

と表すと，関係式 (7.3) よ
り，

173 演習 7.3 1回目の表が出るまでに裏
が出た回数を X1 とおき，
1回目の表が出た後に 2回
目の表が出るまでに裏が
出た回数をX2 とおく．

1回目の表が出るまでに裏
が出る回数を X1 とおき，
1回目の表が出た後に 2回
目の表が出るまでに裏が
出る回数をX2 とおく．

174 定理 A.1.1 このとき，次の条件
f ′(c) = 0 ( a < c < b )

このとき，2条件
f ′(c) = 0, a < c < b

174 定理 A.1.2 さらに次の条件
f ′(c)

g′(c)
=

f(b)− f(a)

g(b)− g(a)
( a < c < b )

さらに 2条件
f ′(c)

g′(c)
=

f(b)− f(a)

g(b)− g(a)
，

a < c < b

174，
175

定理 A.1.2 [証明] このとき，F (a) = F (b)を
みたすため，ロルの定理よ
り，次の条件
F ′(c) = f ′(c) −
f(b)−f(a)
g(b)−g(a) g

′(c) = 0

( a < c < b )

このとき，F (a) = F (b)を
みたすため，ロルの定理よ
り，2条件
F ′(c) = f ′(c) −
f(b)−f(a)
g(b)−g(a) g

′(c) = 0，
a < c < b

175 定理 A.1.3 aは実数か±∞とする．関
数 f(x)と g(x)は，点 aの
近くで定義されており，

aは実数か±∞とする．定
義域が同じである関数 f(x)

と g(x)は，点 aの近くで定
義されており，

176 定理 A.1.3 [証明] 第 7章に修正内容を記載
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頁 場所 誤 正
177 A.2節 (A.7) (2n) · (2n− 2) · · · 2 (2n) · (2n− 2) · · · 4 · 2
177 A.2節 組合せは二項展開の係数に

も表れ，次の二項定理とし
てよく知られている．

組合せは二項展開の係数に
も現れ，次の二項定理とし
てよく知られている．

177 定理 A.2.1 (二項定理) (ただし，nは自然数で，a,b
は実数とする．)

ただし，nは自然数，a，bは
実数とし，便宜的にa0 = 1，
b0 = 1と定める．

178 A.2節 ここで，k ∧ lは kと lの小
さい方，k ∨ lは kと lの大
きい方とする．

ここで，k ∧ lは kと lの最
小値，k ∨ lは kと lの最大
値である．

179 補題 A.2.1 ここで，k ∧ lは kと lの小
さい方，k ∨ lは kと lの大
きい方とする．

ここで，k ∧ lは kと lの最
小値，k ∨ lは kと lの最大
値である．

180 定理 A.2.2 (多項定理) 自然数 n,k≥ 1 と k 個の実
数 · · ·

自然数 n，k と k 個の実数
· · ·

180 定理 A.2.2 (多項定理) (ただし x1, x2, · · · , xk は 0

以上の整数を表すものとす
る．)

ただし，x1, x2, · · · , xkは 0

以上の整数を表すものとし，
便宜的に a0i = 1 (1 ≤ i ≤
k)と定める．

181 A.3節 本節では，マクローリン展
開を未習の読者のために，
二項定理を利用して，

ここで，便宜的に x0 = 1

と定める．本節では，マク
ローリン展開を未習の読者
のために，二項定理を利用
して，

182 補題 A.4.1の解答 P (X ≥ 3) = 1 − {0.134 +

0.271 + 0.271} = 0.324

P (X ≥ 3) = 1 −
{0.133980 + 0.270666 +

0.272033} = 0.323321

182 補題 A.4.1の解答 P (X ≥ 3) ≈ 1 − {0.135 +

0.271 + 0.271} = 0.323

P (X ≥ 3) ≈ 1 −
{0.135335 + 0.270671 +

0.270671} = 0.323323

182 補題 A.4.1の解答 この 0.323という値は，あ
くまで 0.324の近似値であ
る．

この 0.323323という値は，
あくまで 0.323321の近似値
である．

186 定理 A.7.1 Ω = {ω1, ω2, · · · , ωn} (i ̸=
j なら ωi ̸= ωj) を考え，

Ω = {ω1, ω2, · · · , ωn} を考
え，

188 定理 A.8.1 [証明] 関数 f(x) = 1/xs (x > 0)

を考える．このとき，任意
の自然数 nに対して 1/(n+

1)s ≤ f(x) ≤ 1/ns (x ∈
[n, n+1])が成り立つ．よっ
て，不等式

単調減少関数 f(x) = 1/xs

(x > 0) を考える．このと
き，任意の自然数 nに対し
て 1/(n + 1)s ≤ f(x) ≤
1/ns (x ∈ [n, n + 1]) が成
り立つから，不等式
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頁 場所 誤 正
189 A.9節 2n

2n+1 · 2n−2
2n−1 · · · · · 2

3
2n

2n+1 · 2n−2
2n−1 · · · · · 2

3 ·1
190 定理 A.9.2 [証明] x > 0に対して関数 f(x)と

g(x)を
x > 0 で定義された関数
f(x)，g(x)を

190 定理 A.9.2 [証明] f ′(x),h′(x) (x > 0)は単調
増加である．

f ′(x)，h′(x) は x > 0で単
調増加である．

192 ∼
212

A.10節，A.11節，A.12節，
A.17節 (※ 20箇所)

n× nの正方行列 n次正方行列

192 定義 A.10.3 n×m個の実数を縦 n行と
横m列に並べた Aを

n×m個の実数を縦 n行と
横m列に並べたものを

195 定義 A.10.4 対角成分のみ 1であり，他
の成分はすべて 0である

対角成分がすべて 1であり，
他の成分がすべて 0である

195，
199

(※ 2箇所) 2× 2の正方行列 2次正方行列

196 定理 A.10.1 [証明] ここでは n = 3とし，3× 3

の正方行列 AとX が
ここではn = 3とし，3次正
方行列 AとX が

201 A.12節 タイトル 偏微分の計算方法 偏導関数の計算方法
201 A.12節 この節では，偏微分の計算

方法について · · ·
この節では，偏導関数の計
算方法について · · ·

201 A.12節 「xについての偏微分（偏導
関数）」とよび，

「f(x, y)の xについての偏
導関数」といい

201 A.12節 「yについての偏微分（偏導
関数）」とよび，

「f(x, y)の y についての偏
導関数」といい

201 A.12節 などの記号で表す． などの記号で表す．f(x, y)
の偏導関数を求めることを，
f(x, y) を偏微分するとい
う．

201 A.12節 · · ·+ cos yの偏微分は， · · ·+ cos yの偏導関数は
202 A.12節 · · · の偏微分は次のように

計算できる．
· · · の偏導関数は次のよう
に計算できる．

202 A.12 節において，xi と yi

をすべて入れ替える
第 8章に修正内容を記載

203 A.14節 第 9章に修正内容を記載
203，
204

A.14節 この長方形PQRSの 4頂点
は，逆変換 T−1 : (u, v) →
(x, y)により，(x, y)座標系
の 4頂点

この長方形PQRSの 4頂点
は，変換T : (u, v) → (x, y)

により，(x, y)座標系の 4頂
点

204 A.14節 (※ 5箇所) x(u, v) φ(u, v)

204 A.14節 (※ 2箇所) x(u+ du, v) φ(u+ du, v)

204 A.14節 (※ 2箇所) x(u, v + dv) φ(u, v + dv)

204 A.14節 (※ 2箇所) x(u+ du, v + dv) φ(u+ du, v + dv)

204 A.14節 (※ 2箇所) y(u, v) ψ(u, v)

11



頁 場所 誤 正
204 A.14節 (※ 1箇所) y(u+ du, v) ψ(u+ du, v)

204 A.14節 (※ 1箇所) y(u, v + dv) ψ(u, v + dv)

204 A.14節 (※ 1箇所) y(u+ du, v + dv) ψ(u+ du, v + dv)

204 A.14節 (※ 2箇所)
∂x

∂u
(u, v)

∂φ

∂u
(u, v)

204 A.14節 (※ 2箇所)
∂x

∂v
(u, v)

∂φ

∂v
(u, v)

204 A.14節 |J(u, v)| は，この逆変換
T−1 : (u, v) → (x, y)にと
もなう面積の拡大率を表す．

|J(u, v)| は 変 換
T : (u, v) → (x, y)

の面積拡大率を表す．
204 A.14節 で与えられる (x, y) から

(u, v)への変換を考える．
で与えられる (u, v) から
(x, y)への変換を考える．

205 A.14節 次に，2 つめの応用例とし
て，2次元直交座標 (x, y)か
ら極座標 (r, θ) への変数変
換

次に，2 つめの応用例とし
て，極座標 (r, θ)から 2次
元直交座標 (x, y)への変換

205 A.14節 第 10章に修正内容を記載
206 定理 A.15.1 [証明] ここで，2 次元直交座標

(x, y) から極座標 (r, θ) へ
の変数変換

ここで，極座標 (r, θ)から 2

次元直交座標 (x, y)への変
換

206 A.15節 よって，I =
√
2πがわかる． よって，I ≥ 0 より，I =√

2πがわかる．
206 A.16節 (A.86)を繰り返し用いるこ

とで，次式が成り立つ．
(A.86)を繰り返し用いるこ
とで，自然数 nに対して次
が得られる．

208 定理 A.16.2 [証明] と計算できる．ここで，2次
元直交座標 (u, v)から極座
標 (r, θ)への変数変換

と計算できる．ここで，極
座標 (r, θ)から 2次元直交
座標 (u, v)への変換

208 A.17節 定理 6.1.2 (基本的な統計
量の標本分布に関する結果)

で証明で必要となる，「直
交行列の基本性質」(命題
A.17.1)と「グラム・シュミ
ットの正規直交化法 (定理
A.17.1) について解説する．

定理 6.1.2 (基本的な統計
量の標本分布に関する結
果)の証明で必要となる「直
交行列の基本性質」(命題
A.17.1)と「グラム・シュミ
ットの正規直交化法」(定理
A.17.1) について解説する．

210 定義 A.17.2 Rn の (n 個の) ベクト
ルからなる集合 W =

{w1, w2, · · · , wn}

Rnのベクトルからなる集合
W = {w1, w2, · · · , wn}

210 定義 A.17.2 (1) 「W の一次独立性」：ある実
数 α1, α2, · · · , αn に対して

「W の一次独立性」：実数
α1, α2, · · · , αn が
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頁 場所 誤 正
211 定義 A.17.2 (1) が成り立つならば，α1 =

α2 = · · · = αn = 0 でな
ければならない．

をみたすならば，α1 =

α2 = · · · = αn = 0 とな
る．

211 定義 A.17.2 (2) 「W の全域性」 ：Rn

の 任 意 の ベ ク ト ル
x = (x1, x2, · · · , xn)
に 対 し ，適 当 な 実 数
α1, α2, · · · , αn を選んで
x = α1w1 + α2w2 + · · · +
αnwn が成り立つようにで
きる．

「W の全域性」 ：Rn

の 任 意 の ベ ク ト ル
x = (x1, x2, · · · , xn) に対
し，x = α1w1 + α2w2 +

· · · + αnwn をみたすよう
な実数 α1, α2, · · · , αn が存
在する．

212 定理 A.17.1 [証明] ⟨vj , vr+1⟩ =

⟨vj , wr+1 − · · ·
∥v′r+1∥ ⟨vj , vr+1⟩
= ⟨vj , wr+1 − · · ·

218 演習 1.17の解答 針の中心Aから最も近い平
行線まで · · ·

針の中心から最も近い平行
線まで · · ·

226 演習 4.2の解答 (1) 7 (2) 10個の値の 2乗
の · · ·

10個の値の 2乗の · · ·

228 演習 5.5 (1)の解答 例題 5.1.2 と同様に議論す
ることで，関係式

例題 5.1.1 と同様に議論す
ることで，関係式

229 問 6.2.1の解答 系 3.2.5より，X1 + 2X2 ∼
N(3µ, 5σ2)がわかる．した
がって，E((X1 + 2X2 −
3µ)2) = 5σ2 がわかり，
c1 = 1/5である．次に，系
3.2.5より，

(1) 系 3.2.5 より，X1 +

2X2 ∼ N(3µ, 5σ2) がわか
る．したがって，E((X1 +

2X2 − 3µ)2) = 5σ2 がわか
り，c1 = 1/5 である．(2)

系 3.2.5より，
233 演習 7.3の解答 な お ，例 2.3.5 よ り，

E(Xk) = (1 − p)/p であ
る．よって，母数 p0 のも
とでは E(Xk) = 5 が成り
立ち，母数 p1 のもとでは
E(Xk) = 1/5が成り立つ．

(左記の赤字部分を全て削
除)

237 参考文献 [10] 日本統計学会公式認定統計
検定 1級対応 統計学基礎，
東京図書，2017.

日本統計学会公式認定統計
検定 1級対応統計学，東京
図書，2017.
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1 【54頁，注意2.3.5】
修正前
· · · 任意の c < dに対して，P (c ≤ Z ≤ d)は，

P (c ≤ Z ≤ d) = P

(
c ≤ X − (a+ b)/2

(b− a)/(2
√
3)

≤ d

)
= P

(
c(b− a)

2
√
3

+
a+ b

2
≤ X ≤ d(b− a)

2
√
3

+
a+ b

2

)

=
1

b− a

∫ (
d(b−a)

2
√

3
+ a+b

2

)
∧b(

c(b−a)

2
√

3
+ a+b

2

)
∨a

dx =
1

2
√
3

∫ d∧
√
3

c∨(−
√
3)

dz

(
z =

√
3(2x− a− b)

b− a

)

と計算できる．ここで，x ∧ yは xと yの最小値，x ∨ yは xと yの最大値である．この計算結果
より，この Z は一様分布 U(−

√
3,
√
3)に従う．

修正後
· · · 任意の c < dに対して，P (c ≤ Z ≤ d)は

P (c ≤ Z ≤ d) = P

(
c ≤ X − (a+ b)/2

(b− a)/(2
√
3)

≤ d

)
= P

(
c(b− a)

2
√
3

+
a+ b

2
≤ X ≤ d(b− a)

2
√
3

+
a+ b

2

)
=

1

b− a

∫ d(b−a)

2
√

3
+ a+b

2

c(b−a)

2
√

3
+ a+b

2

1[a,b](x) dx

=
1

2
√
3

∫ d

c

1[−
√
3,
√
3](z) dz

(
z =

√
3(2x− a− b)

b− a

)

と計算できる．この計算結果より，この Z は一様分布 U(−
√
3,
√
3)に従う．

2 【120頁，(5.43)】
修正前

{
ω ∈ Ω

∣∣∣ X1(ω) +X2(ω) + · · ·+Xn(ω)

n
= µ

}
=

{
ω ∈ Ω

∣∣∣ Y1(ω) + Y2(ω) + · · ·+ Yn(ω)

n
= 0

}
. (5.43)
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修正後

{
ω ∈ Ω

∣∣∣ lim
n→∞

X1(ω) +X2(ω) + · · ·+Xn(ω)

n
= µ

}
=

{
ω ∈ Ω

∣∣∣ lim
n→∞

Y1(ω) + Y2(ω) + · · ·+ Yn(ω)

n
= 0

}
. (5.43)

3 【137頁，定理6.1.2の証明】
修正前
ここで変数変換 T : (x1, x2, · · · , xn) → (y1, y2, · · · , yn)を

y1

y2
...

yn

 = Q


x1

x2
...

xn

 =


1√
n

1√
n

· · · 1√
n

∗ ∗ · · · ∗
...

...
. . .

...

∗ ∗ · · · ∗




x1

x2
...

xn

 (6.12)

と定め，n変量確率変数 (Y1, Y2, · · · , Yn)を

(Y1, Y2, · · · , Yn) = T (X1, X2, · · · , Xn)

と定める．このとき，· · ·

修正後
ここで変換 T : (y1, y2, · · · , yn) → (x1, x2, · · · , xn)を

x1

x2
...

xn

 = Q−1


y1

y2
...

yn

 =


1√
n

1√
n

· · · 1√
n

∗ ∗ · · · ∗
...

...
. . .

...

∗ ∗ · · · ∗


−1

y1

y2
...

yn

 (6.12)

と定め，n変量確率変数 (Y1, Y2, · · · , Yn)を

(Y1, Y2, · · · , Yn) = T−1(X1, X2, · · · , Xn)

と定める．このとき，· · ·
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4 【138，139頁，定理6.1.2の証明】
修正前
と定める．このとき，系 3.4.2より，任意の区間 Ii (1 ≤ i ≤ n)に対して

P (Y1 ∈ I1, Y2 ∈ I2, · · · , Yn ∈ In)

= P (T (X1, X2, · · · , Xn) ∈ I1 × I2 × · · · × In)

= P ((X1, X2, · · · , Xn) ∈ T−1(I1 × I2 × · · · × In))

=

∫
· · ·
∫
T−1(I1×I2×···×In)

g(x1, x2, · · · , xn)dx1dx2 · · · dxn (6.15)

が成り立つ．次に， (6.15)と重積分の変数変換公式 (A.82)より，次式

P (Y1 ∈ I1, · · · , Yn ∈ In)

=

∫
· · ·
∫
I1×···×In

g(T−1(y1, · · · , yn))|J(y1, · · · , yn)|dy1 · · · dyn (6.16)

を得る．ここで，(6.12)と (A.74)より，T の逆変換 (x1, x2, · · · , xn) = T−1(y1, y2, · · · , yn)は，次
の関係式をみたす．

x1

x2
...

xn

 = Q−1


y1

y2
...

yn

 ,


∂x1

∂y1

∂x1

∂y2
· · · ∂x1

∂yn

∂x2

∂y1

∂x2

∂y2
· · · ∂x2

∂yn

...
...

. . .
...

∂xn

∂y1

∂xn

∂y2
· · · ∂xn

∂yn

 = Q−1. (6.17)

この関係式 (6.17)より，ヤコビアン J(y1, y2, · · · , yn)は

J(y1, y2, · · · , yn) = det


∂x1

∂y1

∂x1

∂y2
· · · ∂x1

∂yn

∂x2

∂y1

∂x2

∂y2
· · · ∂x2

∂yn

...
...

. . .
...

∂xn

∂y1

∂xn

∂y2
· · · ∂xn

∂yn

 = detQ−1

と表せる．このことと，| detQ−1| = 1より，次式が成り立つ．

|J(y1, y2, · · · , yn)| = | detQ−1| = 1. (6.18)

また，Q−1は直交行列であるため，(6.17)と命題 A.17.1 (4)より，T の逆変換 (x1, x2, · · · , xn) =
T−1(y1, y2, · · · , yn) は

∑n
k=1 x

2
k =

∑n
k=1 y

2
k をみたす．よって，(6.14) で定義した n 変数関数

g(x1, x2, · · · , xn)に対し，

g(T−1(y1, y2, · · · , yn))= g(x1, x2, · · · , xn) = g(y1, y2, · · · , yn) (6.19)

が成り立つ．(6.16), (6.18), (6.19)より，次式が成り立つ．

P (Y1 ∈ I1, Y2 ∈ I2, · · · , Yn ∈ In)

=

∫∫
· · ·
∫
I1×I2×···×In

g(y1, y2, · · · , yn)dy1dy2 · · · dyn. (6.20)

(6.20)と系 3.4.2より，Y1, Y2, · · · , Ynは独立で，各 YkはN(0, 1)に従う．ここで，Qは直交行列で
あるため，(6.12)と命題A.17.1 (4)より，(Y1, · · · , Yn) = T (X1, · · · , Xn)は

∑n
k=1X

2
k =

∑n
k=1 Y

2
k

をみたす．

16



修正後
と定める．このとき，系 3.4.2より，任意の区間 Ii (1 ≤ i ≤ n)に対して

P (Y1 ∈ I1, Y2 ∈ I2, · · · , Yn ∈ In)

= P (T−1(X1, X2, · · · , Xn) ∈ I1 × I2 × · · · × In)

= P ((X1, X2, · · · , Xn) ∈ T (I1 × I2 × · · · × In))

=

∫ ∫
· · ·
∫
T (I1×I2×···×In)

g(x1, x2, · · · , xn)dx1dx2 · · · dxn (6.15)

が成り立つ．(6.15)と重積分の変数変換公式 (A.82)により

P (Y1 ∈ I1, Y2 ∈ I2, · · · , Yn ∈ In)

=

∫ ∫
· · ·
∫
I1×I2×···×In

g(T (y1, y2, · · · , yn))

× |J(y1, y2, · · · , yn)|dy1dy2 · · · dyn (6.16)

を得る．ここで，(6.12)と (A.74)より
∂x1

∂y1

∂x1

∂y2
· · · ∂x1

∂yn

∂x2

∂y1

∂x2

∂y2
· · · ∂x2

∂yn

...
...

. . .
...

∂xn

∂y1

∂xn

∂y2
· · · ∂xn

∂yn

 = Q−1 (6.17)

が成り立つ． (6.17)より，T のヤコビアン J(y1, y2, · · · , yn)は

J(y1, y2, · · · , yn) = det


∂x1

∂y1

∂x1

∂y2
· · · ∂x1

∂yn

∂x2

∂y1

∂x2

∂y2
· · · ∂x2

∂yn

...
...

. . .
...

∂xn

∂y1

∂xn

∂y2
· · · ∂xn

∂yn

 = detQ−1

と表せる．このことと，| detQ−1| = 1より，次式が成り立つ．

|J(y1, y2, · · · , yn)| = | detQ−1| = 1. (6.18)

Q−1 は直交行列であるから，命題 A.17.1 (4)より，(x1, x2, · · · , xn) = T (y1, y2, · · · , yn)であれば∑n
k=1 x

2
k =

∑n
k=1 y

2
k が成り立つ．よって

g(T (y1, y2, · · · , yn)) = g(y1, y2, · · · , yn) (6.19)

が成り立つ．(6.16), (6.18), (6.19)より，次式が成り立つ．

P (Y1 ∈ I1, Y2 ∈ I2, · · · , Yn ∈ In)

=

∫∫
· · ·
∫
I1×I2×···×In

g(y1, y2, · · · , yn)dy1dy2 · · · dyn. (6.20)

(6.20)と系 3.4.2より，Y1, Y2, · · · , Ynは独立で，各 YkはN(0, 1)に従う．ここで，Qは直交行列で
あるから，(6.12)と命題A.17.1 (4)より，(X1, · · · , Xn) = T (Y1, · · · , Yn)は

∑n
k=1X

2
k =

∑n
k=1 Y

2
k

をみたす．

17



5 【160，161頁，注意7.1.1】
修正前
「Hk のもとでは現れにくい Tnの実現値の範囲」をWk で表す (k = 0, 1)．以下では，W0から

W1 の要素を取り除いた集合 Ŵ = W0 \W1 を棄却域とした場合の問題点を説明する．まず，「H0

のもとでも現れやすいが，H1 のもとではさらに現れやすい Tn の実現値の範囲」を V で表し，V
は次の関係式 (7.8)をみたすとする．

V ̸= ∅, V ∩W0 = V ∩W1 = ∅. (7.8)

このとき，関係式 (7.8)より，V ∩ Ŵ = ∅が成り立つため，V は Ŵ に含まれない．一方で，Tnの
実現値 tn が V に含まれるとき (tn ∈ V )，V の定め方より，「H1 と比較して相対的にH0 は誤りで
ある」と考えるべきであり，本来はH0よりH1を支持すべきである．しかしながら，棄却域とし
て Ŵ を用いる場合は，tn ∈ V と V ∩ Ŵ = ∅より，tn /∈ Ŵ がわかり，帰無仮説H0を受容してし
まう．したがって，本書では Ŵ のような棄却域の決め方は採用せず，「Tnの尤度比関数 Λ(x)の値
が小さい xの集合」W を棄却域とする．このとき，V を含むように棄却域W を決めることがで
きる．この点については，注意 7.3.1も参照されたい．

修正後
「Hk のもとでは現れにくい Tn の実現値の範囲」を Wk で表す (k = 0, 1)．ここでは，W0 や

W0 \W1 などを安易に棄却域とするべきではない理由を解説しよう．以下では，「H0のもとでも現
れやすいが，H1のもとではさらに現れやすい Tnの実現値の範囲」を V で表し，このような V が
存在する場合を考える．この場合，V は，少なくとも次のような条件をみたすと考えられる．

V ̸= ∅, V ∩W0 = V ∩W1 = ∅. (7.8)

もし Tn の実現値 tn が V に含まれたならば，「H1 と比較して相対的にH0 は誤りである」と考え，
H0 より H1 を支持するべきである．ゆえに，このような V は棄却域に含まれているべきである．
一方，(7.8)より，V ∩W0 = ∅，V ∩ (W0 \W1) = ∅であるから，この場合はW0やW0 \W1を棄
却域とするべきではない．以上の点については，注意 7.3.1においても再度解説する．

6 【167頁，注意7.3.1】
修正前
例 7.3.1の設定において，n = 2, 3の場合 (つまりm = 1, 2の場合)を考える．このとき，注意

3.2.5より，(7.28)の fσ2
0
(x) (x > 0)は単調に減少する．そのため，(7.39)の (0, c

(n−1)
1−α/2]や，(7.43)

の (0, c
(n−1)
1−α ]は，「H0のもとでは現れにくい Tnの実現値の範囲」W0に含まれない．したがって，

(7.39)の (0, c
(n−1)
1−α/2]や，(7.43)の (0, c

(n−1)
1−α ]は，「H0 のもとでも現れやすいが，H1 のもとではさ

らに現れやすい Tn の実現値の範囲」である．この点については，注意 7.1.1も参照されたい．
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修正後
例 7.3.1の設定において，n = 2, 3の場合 (つまりm = 1, 2の場合)について考えてみよう．この場

合，注意 3.2.5により，(7.28)の fσ2
0
(x)は x > 0で単調に減少するので，H0のもとでは Tnは 0に

近い値を取りやすくなる．ゆえに，0に近い値からなる (7.39)の (0, c
(n−1)
1−α/2]や (7.43)の (0, c

(n−1)
1−α ]

は，「H0のもとでは現れやすい Tnの実現値の範囲」である．一方，(7.39)や (7.43)は棄却域であ
るから，(7.39)の (0, c

(n−1)
1−α/2]や (7.43)の (0, c

(n−1)
1−α ]は，「H0 のもとでも現れやすいが，H1 のもと

ではさらに現れやすい Tnの実現値の範囲」であると考えられる．以上の点については，注意 7.1.1

も参照されたい．

7 【176頁，定理A.1.3の証明】
修正前

f(x)

g(x)
=
f(y)− f(x)

g(y)− g(x)
·

f(x)
f(y)−f(x)

g(x)
g(y)−g(x)

=
f ′(cx,y)

g′(cx,y)
·
−1 + f(y)

f(y)−f(x)

−1 + g(y)
g(y)−g(x)

. (A.3)

A = ±∞であるため，xを aに十分近づけると，近似式

−1 + f(y)
f(y)−f(x)

−1 + g(y)
g(y)−g(x)

≈ 1 (A.4)

が成り立つ．一方で，cx,yは aと yの間を動くことに注意すると，xを aに十分近づけるとき，(A.2)

と (A.4)より，(A.3)は次のように近似計算できる．

f(x)

g(x)
=
f ′(cx,y)

g′(cx,y)
·
−1 + f(y)

f(y)−f(x)

−1 + g(y)
g(y)−g(x)

≈ l · 1 = l.

修正後

f(x)

g(x)
=
f(x)− f(y)

g(x)− g(y)
·

f(x)
f(x)−f(y)

g(x)
g(x)−g(y)

=
f ′(cx,y)

g′(cx,y)
·
1 + f(y)

f(x)−f(y)

1 + g(y)
g(x)−g(y)

. (A.3)

A = ±∞であるため，xを aに十分近づけると，近似式

1 + f(y)
f(x)−f(y)

1 + g(y)
g(x)−g(y)

≈ 1 (A.4)

が成り立つ．一方で，cx,yは aと yの間を動くことに注意すると，xを aに十分近づけるとき，(A.2)

と (A.4)より，(A.3)は次のように近似することができる．

f(x)

g(x)
=
f ′(cx,y)

g′(cx,y)
·
1 + f(y)

f(x)−f(y)

1 + g(y)
g(x)−g(y)

≈ l · 1 = l.
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8 【202頁，A.12節】
修正前
· · · この行列で決まる変換 T : (x1, x2, · · · , xn) → (y1, y2, · · · , yn)を

y1

y2
...

yn

 =


a11 a12 · · · a1n

a21 a22 · · · a2n
...

...
. . .

...

an1 an2 · · · ann




x1

x2
...

xn

 =


∑n

k=1 a1kxk∑n
k=1 a2kxk

...∑n
k=1 ankxk


と定めるとき，次の関係式が成り立つ．

∂y1

∂x1

∂y1

∂x2
· · · ∂y1

∂xn
∂y2

∂x1

∂y2

∂x2
· · · ∂y2

∂xn

...
...

. . .
...

∂yn

∂x1

∂yn

∂x2
· · · ∂yn

∂xn

 =


a11 a12 · · · a1n

a21 a22 · · · a2n
...

...
. . .

...

an1 an2 · · · ann

 = A. (A.74)

修正後
· · · この行列で決まる変換 T : (y1, y2, · · · , yn) → (x1, x2, · · · , xn)を

x1

x2
...

xn

 =


a11 a12 · · · a1n

a21 a22 · · · a2n
...

...
. . .

...

an1 an2 · · · ann




y1

y2
...

yn

 =


∑n

k=1 a1kyk∑n
k=1 a2kyk

...∑n
k=1 ankyk


と定めるとき，次の関係式が成り立つ．

∂x1

∂y1

∂x1

∂y2
· · · ∂x1

∂yn

∂x2

∂y1

∂x2

∂y2
· · · ∂x2

∂yn

...
...

. . .
...

∂xn

∂y1

∂xn

∂y2
· · · ∂xn

∂yn

 =


a11 a12 · · · a1n

a21 a22 · · · a2n
...

...
. . .

...

an1 an2 · · · ann

 = A. (A.74)

9 【203頁，A.14節】
修正前
連続な偏導関数を持つ関数 u = φ(x, y), v = ψ(x, y)があり，この式で決まる変換 T : (x, y) →

(u, v)は xy 平面上の領域 D から uv 平面上の領域 E への 1対 1写像であるとする．T の逆変換
T−1 : (u, v) → (x, y)を x = x(u, v), y = y(u, v)で表し，そのヤコビアン J(u, v)(なお ∂(x,y)

∂(u,v) と表
すこともある)を

J(u, v)=
∂(x, y)

∂(u, v)
:= det

(
∂x
∂u

∂x
∂v

∂y
∂u

∂y
∂v

)
=
∂x

∂u

∂y

∂v
− ∂x

∂v

∂y

∂u
( ̸= 0) (A.77)
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と定める．このとき，E内の面積確定の集合B，Bの逆像A = T−1(B)，および 2変数関数 f(x, y)

に対して，重積分の変数変換公式∫∫
A

f(x, y)dxdy =

∫∫
B

f(x(u, v), y(u, v))|J(u, v)|dudv (A.78)

が成り立つ．以下では，· · ·

修正後
連続な偏導関数を持つ関数 x = φ(u, v), y = ψ(u, v)が存在し，この 2つの関数 φ，ψから定ま

る変換 T : (u, v) → (x, y)は uv平面上の領域 E から xy平面上の領域Dへの 1対 1写像であると
する．T のヤコビアン J(u, v)を

J(u, v) := det

(
∂x
∂u

∂x
∂v

∂y
∂u

∂y
∂v

)
=
∂x

∂u

∂y

∂v
− ∂x

∂v

∂y

∂u
(A.77)

と定める．このとき，2変数関数 f(x, y)に対して，重積分の変数変換公式∫∫
D

f(x, y)dxdy =

∫∫
E

f(φ(u, v), ψ(u, v))|J(u, v)|dudv (A.78)

が成り立つ．以下では，· · ·

10 【205頁，A.14節】
修正前
連続な偏導関数を持つ n個の n変数関数 ui = φ(x1, x2, · · · , xn) (1 ≤ i ≤ n)があり，この関

数で決まる変換 T : (x1, x2, · · · , xn) → (u1, u2, · · · , un) が，Rn の領域 D から Rn の領域 E へ
の 1対 1写像であるとする．このとき，T の逆変換 T−1 : (u1, u2, · · · , un) → (x1, x2, · · · , xn)を
xi = x(u1, u2, · · · , un) (1 ≤ i ≤ n)で表し，そのヤコビアン J(u1, · · · , un)を

J(u1, · · · , un)=
∂(x1, · · · , xn)
∂(u1, · · · , un)

:= det


∂x1

∂u1

∂x1

∂u2
· · · ∂x1

∂un

∂x2

∂u1

∂x2

∂u2
· · · ∂x2

∂un

...
...

. . .
...

∂xn

∂u1

∂xn

∂u2
· · · ∂xn

∂un

 ̸= 0

と定める．このとき，E 内の体積確定の集合 B，B の逆像 A = T−1(B)，および n 変数関数
f(x1, x2, · · · , xn)に対して，多重積分の変数変換公式∫

· · ·
∫
A

f(x1, · · · , xn)dx1 · · · dxn (A.82)

=

∫
· · ·
∫
B

f(T−1(u1, · · · , un))|J(u1, · · · , un)|du1 · · · dun

が成り立つ．· · ·
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修正後
連続な偏導関数を持つn個の n変数関数 xi = φi(u1, u2, · · · , un) (1 ≤ i ≤ n)が存在し，このn個

の関数 φ1，φ2，· · ·，φnから定まる変換 T : (u1, u2, · · · , un) → (x1, x2, · · · , xn)が，Rnの領域E

からRnの領域Dへの 1対 1写像であると仮定する．このとき，T のヤコビアン J(u1, u2, · · · , un)
を

J(u1, u2, · · · , un) := det


∂x1

∂u1

∂x1

∂u2
· · · ∂x1

∂un

∂x2

∂u1

∂x2

∂u2
· · · ∂x2

∂un

...
...

. . .
...

∂xn

∂u1

∂xn

∂u2
· · · ∂xn

∂un


と定めると，n変数関数 f(x1, x2, · · · , xn)に対し，多重積分の変数変換公式∫ ∫

· · ·
∫
D

f(x1, x2, · · · , xn)dx1dx2 · · · dxn (A.82)

=

∫ ∫
· · ·
∫
E

f(T (u1, u2, · · · , un))|J(u1, u2, · · · , un)|du1du2 · · · dun

が成り立つ．· · ·
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